
【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 年度 ～ 令和 6 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独
502
102
104

補助率 40
220
14
67

定額 118
924

20,000

５．その他参考となる事項
40,000

※補助概要等については当初予算と同じ
当初予算事業費
6月補正事業費 千円
6月補正事業費（専決） 千円
（補正財源内訳）地方創生臨時交付金 千円

一般財源

補正後事業費 千円

62,091

非課税世帯等　400世帯×100,000円

ふるさと応援寄附金

令和６年度 第２号 補正予算

40,132

【今回追加補正】

計

負担金、補助金及び交付金 （負担金）システム改修

扶助費 非課税世帯等　200世帯×100,000円

【今回追加補正】

1,459

地方創生臨時交付金

【今回追加補正】（印刷製本費）封筒等　14千円

市債 役務費 （通信運搬費）郵送料　43千円、（手数料）振込手数料　24千円

（通信運搬費）郵送料　74千円、（手数料）振込手数料　44千円

需用費 （消耗品費）　134千円、（印刷製本費）封筒等　86千円

県支出金

旅費 （費用弁償）会計年度任用職員　1名分

財
源
内
訳

国庫支出金

60,632

一般財源

会計年度任用職員　1名分

職員手当等 職員　2名分

共済費 会計年度任用職員　1名分

事業費(単位:千円) 62,091

事業内容
低所得者支援
金を給付する

報酬

事業費(千円) 62,091 予算額(単位：千円)

実施年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

令和６年度に新たに住民税非課税世帯又は住民税均等割のみ課税世帯となる世帯に対し、１世帯あたり10万円の低所得者支援金を給付することにより、物価高騰の影響を
受けた低所得世帯の生活の安定に寄与する。

実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課

予算体系 ３　民生費 １　社会福祉費 事業名 低所得者支援金（令和６年度新たな非課税世帯等給付）７　低所得者支援及び定額減税補足給付金費

政策分野 ④地域福祉・生活福祉

予算書ページ 7 新規

21,959

62,091

40,132

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり

福祉課

【基準日】令和6年6月3日
【対象者】令和６年度新たな住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯　600世帯
　　　　　（非課税世帯235世帯、均等割のみ課税世帯207世帯、転入及び未申告世帯等158世帯）
【支給額】1世帯あたり10万円
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